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 長野県・岐阜県境に位置する活火山乗鞍岳において，火山噴火に伴う土砂災害の被害軽減を目的として，

ハード対策とソフト対策からなる緊急対策を迅速かつ効果的に実施するための方針をまとめた「乗鞍岳火

山噴火緊急減災対策砂防計画」を令和2年3月に策定した.本論文ではこの減災計画策定に至る経緯と，計

画の詳細について報告する. 
 

 

キーワード 乗鞍岳，火山噴火，緊急減災対策砂防計画 

 

1.  はじめに 

 乗鞍岳は，長野県と岐阜県の県境に位置する活火山で

ある（図－1，写真-1）.火山活動としては，少なくとも

過去1万年内に剣ヶ峰（標高3,206m）付近で噴火し，火

山灰や溶岩流を噴出したほか，水蒸気爆発も何回か発生

していることがわかっている．現在噴気活動は見られな

いが過去100年程度以内に火山活動の高まりが認められ

た可能性が高いとして，気象庁の常時観測火山に指定さ

れている．このため国土交通省では全国50の常時観測が

必要な火山に対して，火山活動が活発化し，火山噴火が

発生した場合において，噴火時に発生が想定される融雪

型火山泥流や降灰後の降雨に起因する土石流等による被

害を軽減するための緊急減災対策砂防計画の策定が求め

られた．乗鞍岳においても平成28年度より計画策定のた

めの検討を行ってきた． 
 

 2. 緊急減災砂防計画策定における取り組み 

１）乗鞍岳火山防災協議会における取り組み 
火山噴火時の防災対策は，関係省庁及び地方公共団体

により行われる総合的な対策である.乗鞍岳においても

平成27年（2015年）3月に，長野県・岐阜県・長野県松

本市・岐阜県高山市は，活動火山対策特別措置法第４条

に基づき，乗鞍岳火山防災協議会を設立した.その後，

乗鞍岳において想定される影響範囲を示した“乗鞍岳火

山ハザードマップ”を平成28年に作成した.また気象庁

による噴火警戒レベルの導入（図-2）にともない，噴火

警戒レベルに応じた防災対応や関係機関の役割分担等を，

あらかじめ具体的に定めた“乗鞍岳火山防災避難計画”

を策定し，登山者・観光客及び住民の安全を確保する取

り組みを行っているところである. 

図-1 乗鞍岳位置図 
 
 
 
 
 
 
 

写真-1 乗鞍岳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 乗鞍岳火山噴火警戒レベル(気象庁) 
 



 

 

２）乗鞍岳緊急減災対策砂防計画の位置づけ 
火山噴火時の防災対策は，関係省庁及び地方公共団体

により行われる総合的な対策が必要である.乗鞍岳火山

噴火緊急減災対策砂防計画（以下，緊急減災計画）は，

火山活動の推移に対応して関係砂防部局のみでなし得る

ものではない.このため，乗鞍岳火山防災協議会など関

係機関との連携と役割分担のうえで，乗鞍岳における火

山防災力を高めていくことが必要である.そこで，乗鞍

岳火山防災協議会と情報の共有と認識の統一を図るため，

砂防計画の検討内容・状況を報告しながら進めてきた

（図－3）. 
今回は，火山防災協議会との連携を重視し，その上で

緊急減災対策を円滑に進めるために平常時から準備すべ

き事項について整理し令和2年3月26日に「乗鞍岳火山噴

火緊急減災対策砂防計画」を策定した. 
 

3.  乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画策定方針 

(1)  火山噴火緊急減災対策砂防計画とは 
本計画は「火山噴火緊急減災対策砂防計画策定ガイド

ライン（平成19年4月 国土交通省砂防部）」に則り，噴

火時の緊急調査及び緊急対策（緊急ソフト・ハード対策）

の迅速かつ効果的な実施とともに，平常時からの準備に

ついての方針を定めたものである. 
これまで乗鞍岳の噴火による被害の記録はない.しか

し，将来的な噴火に備えて生命・財産に対する被害を軽

減する必要がある. 
緊急減災計画は火山活動活発化～噴火後にかけて，被

害が発生する恐れがあると判断された時点から噴火影響

による土砂移動現象の発生が落ちつくまでの期間におい

て，緊急的に実施する対策と平常時からの準備事項につ

いてまとめたものである（図－4）. 
〔緊急時に実施する対策〕 
・噴火時の緊急調査 
・リアルタイムハザードマップによる危険区域の想定 
・監視・観測機器の緊急整備 
・緊急ハード対策施設の施工（ネット工，仮設堰堤，

導流堤の施工など） 等 
 
〔平常時からの準備事項〕 
・基幹的な砂防施設の施工 
・緊急対策用資機材の備蓄 

 
(2) 緊急減災計画の基本事項 
（対象とする現象・規模，対策箇所の設定） 
緊急減災計画の策定にあたり松本砂防事務所は，平成

30年1月に乗鞍岳に係わる行政機関から構成される「乗

鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画検討委員会」を設立

し，計4回にわたる委員会での検討を行った.検討委員会

では，計画の基本事項である対象土砂移動現象や緊急対

策の考え方など議論した. 
【対策目標】 
保全対象の被害軽減及び避難路等の安全確保 
【計画対象現象・規模】 
降灰後の降雨により発生する降灰後の土石流 
積雪期の火砕流等により発生する融雪型火山泥流（図

-5） 
 
 

 
 

図-3 火山防災協議会との関係 
 
 

 

 
図-4 緊急的に実施する対策と平常時からの準備事項

のイメージ 
 
 

 
 

図-5 火山噴火に伴う土砂災害について 



 

 

【計画対象箇所】 
計画対象箇所は乗鞍岳火山ハザードマップ（図-6）に

記載されている条件を考慮. 
・降灰後の土石流 
降灰厚さ10cm以上が想定され，かつ直下流に人家1戸

以上存在する渓流（写真-2）. 
・融雪型火山泥流 
融雪型火山泥流により流動深50cm以上（床上相当）

となるエリアに人家1戸以上存在する箇所. 
 
（3）緊急減災計画に盛り込んだ主な緊急ハード対策工

法 
土砂を捕捉する既設堰堤があり，対策による減災効果

が得られる場合には，用地の制約が少ない既設堰堤の除

石・掘削を優先する. 
土砂を捕捉できる既設堰堤が無い場合には，対策猶予

時間や資機材の状況，周辺の用地の状況に合わせて仮設

堰堤工，導流堤工の緊急的な整備を判断する（表-1）. 
 
 (4) 緊急減災計画策定にあたっての課題とその対応 
乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防計画の策定に際して

多くの課題があったが、作業部会（写真-3）の中で解決

を図ってきた.その一例を紹介する. 
 
a) 地域による噴火時の対応の違いについて 
ハザードマップからも読み取れるように，長野県側と

岐阜県側では噴火による影響範囲が大きく異なる.特に

対象現象については，長野県側では降灰による土石流等

への対応，岐阜県側では主として融雪型火山泥流による

土砂洪水氾濫への対応となる.このため対策工法等の選

定や対策タイミングなどが異なる. 
長野県・岐阜県で対応が異なってくる部分もあること

から，全部を一括して作業部会で検討することは難しい

と考え，そこで作業部会は長野県側と岐阜県側に分かれ

て行うことによって，地域特性に応じた実現性の高い工

法選定と平常時に取り組むべき課題について検討するこ

とができた.  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表-1  緊急ハード対策で使用する工法・工種 

 

 
図-6 乗鞍岳火山砂防ハザードマップ 

 

 
写真－2 対策箇所の状況(長野県乗鞍高原) 

 

写真-3 作業部会の様子



 

 

b) 実現可能な緊急ハード対策工法の選定について 
ハード対策を検討するにあたり，特に重視したのが実

現可能な工法の選定である.長野県と岐阜県は御嶽山で

の対応経験があり，いざというときの対応を確実にでき

ることが大切である旨を熟知していた.このため，現地

での検討や机上での大判図面や模型を使った検討をおこ

なうなど，目に見える（イメージしやすい）検討となる

よう心がけた（写真-4，図-7）. 
対策工法で使用する資機材の選定について，数値シミ

ュレーション結果のうち「流動深や堆積深」に注目して

検討していたが，土砂堆積深に加えて，流体力も考慮し

て（全壊・半壊などを）評価することとした. 
流体力による施設の破壊限界を評価し，対策工法で用

いる予定としていた大型土のうの構造体をチェックし，

大型土のうの積み方について検討した.加えて流体力が

大きい場合はブロックへ変更することとした. 
 
 
 
  

 
 
 
 

 
 

 
写真-4 ブロック模型等を活用した検討 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図-7 検討内容事例 



 

 

c) 対策開始・中止のタイミングについて 
対策開始のタイミングを噴火警戒レベルとして設定しま

うと，火山活動に起因する地震等の噴火の予兆を観測す

ることができても，対策準備の時間を確保できない可能

性があるほか，活動状況によってはいきなりレベル３や

４が発令されるて，立ち入り規制により対策できなくな

る場合が想定された.. 
そこで対策の開始時（レベル2以上）に速やかに現地着

手することを基本とし，火山活動の変化などの観測情報

が得られれば，対策準備に着手できる取り組みを行うこ

ととし，レベルが対策着手基準に達したときに確実に対

策着手できるよう計画した（図-8）（表-2）. 
 
d) 対策工法に使用する資機材の備蓄について 
緊急減災対策工法に使用する資材（主にブロック）は大

量であり，準備にあたっては多くの時間と費用がかか  
る.また火山噴火はいつ，どこで発生するかは想定でき

ず，いざというときにたくさんのブロックを確保するこ

と は困難である.特に長野県と岐阜県には焼岳，御嶽山，

浅間山など，すでに近隣で策定された火山噴火緊急減災 

対策砂防計画があることから，１火山で考えると経済的

に合わないし，耐用年数的にも厳しい. 
こうした事情を考慮し，対策に必要となる手続きや資機

材（規格等含む）や調達方法並びに備蓄資材保管場所，

作業ヤードなど対策時に必要となる項目について近隣火

山と協力して備蓄対応できるように整理した. 
 

 
図-8 噴火警戒レベルと対策開始・中止イメージ 

 

表 -2 噴火警戒レベルの各タイミングにおける緊急対策で実施すべき事項 



 

 

e) タイミング毎の実施事項と役割分担案について 
 これまでの他の火山などの計画では，実施項目を定め

ていても，実施する期間までは明確に定めていないこと

が多かった. 
 本計画では，タイミング毎の実施事項と役割分担を一

覧にし，どのタイミングでどの機関が対策するのかを明

確に分け，実効性・実現性のある緊急対策メニューとし

た（表-3）. 
 
ｆ) 火山砂防ハザードマップ(立体模型)の作成 
緊急減災対応では様々な防災機関と情報を共有し，対策

を実施しなければならない.特に対策箇所における現地

条件(地形)は平面上の議論ではなかなか共有できないの

が実態である.このため関係機関が共有し，議論できる

ツールとして，火山ハザードマップに土砂災害氾濫エリ

アを追記した，火山砂防ハザードマップを作成した（図

-9）. 
作成したマップは立体模型としたほか，会議等への持ち

運びも容易になるよう工夫した. 
 
4.   おわりに 
今後は，計画の実効性を確保し，緊急時に円滑かつ効

率的な対応を実施できるよう，計画の実効性向上を図る

ために，詳細検討を続けていくほか，「顔の見える関係」

の構築に努め，各機関の役割を明確にしながら連携する

ことが，噴火の被害を最小限にとどめる鍵となると考え

られる（図-10）.  
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表-3 乗鞍岳火山噴火緊急減災対策砂防における役割分
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図-9 乗鞍岳火山砂防ハザードマップ 

 

  

図-10 減災計画を機能的に実施するための連携・調整

事項イメージ 


